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下関市深坂自然の森及び森の家下関 指定管理者募集要項 

 

１ 公募の概要  

（１）公募の趣旨・目的 

  下関市（以下「市」という。）は、自然環境に親しみ、市民の情操と健康の増進、

文化の向上、木材の良さの普及啓発、木造建築物の普及促進に資するため、「下関市

深坂自然の森」及び「森の家下関」を設置しています。 

  このたび、「下関市深坂自然の森」及び「森の家下関」のより一層の利用促進を図

るとともに、管理運営業務を効率的かつ効果的に行うために、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、下関市公の施設における指定管理者の

指定手続等に関する条例（平成１７年条例第２６号。以下｢手続条例｣という。）第２

条、下関市深坂自然の森の設置等に関する条例（平成１７年条例第２６１号。以下

｢自然の森条例｣という。）第１２条第１項及び森の家下関の設置等に関する条例（平

成１７年条例第２６２号。以下｢森の家条例｣という。）第１４条第１項の規定に基

づき、「下関市深坂自然の森」及び「森の家下関」の管理運営業務を行う指定管理者

を募集します。  

（２）公募の方法 

  施設の設置目的、態様、位置的要因、指定管理者の業務の範囲等から、２施設を

一体的に管理運営することが市民サービスの向上及び管理運営費の縮減からして

効果的かつ効率的であると判断されるため、「下関市深坂自然の森」と「森の家下

関」とを一の単位として公募します。いずれかのひとつの施設を選択しての管理運

営はできません。 
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（３）施設の概要 

 ※ 詳細は、下関市深坂自然の森及び森の家下関指定管理者業務仕様書（以下「業

務仕様書」という。）を参照してください。  

 

 ① 下関市深坂自然の森 

  （位 置）下関市大字蒲生野字深坂 

  （区域面積）２５０ha 

  （主要施設） 

   キャンプ場１箇所、林間広場５箇所、芝生広場１箇所、親水広場１箇所、木と

のふれあい広場１箇所、展望台１箇所、休憩施設（四阿）２箇所、駐車場６箇所、

便所８箇所、林道深坂線Ｌ＝1,602ｍ、林道深坂支線Ｌ＝610ｍ、林間歩道（自然

探索路含む。）Ｌ＝9,802ｍ、旧管理棟１棟 

 ② 森の家下関 

  （位 置）下関市大字蒲生野字深坂［下関市深坂自然の森地内］ 

  （構造等）木造２階建、建築面積 1,115.56㎡、延べ床面積 994.97㎡ 

  （主要施設） 

   研修室２室、指導員室２室、会議室１室、和室１室、木工室１室、調理実習室

１室、多目的ホール、事務室１室、医務室１室、便所（男性用・女性用・身障者

用）、浴室（男性用・女性用）、屋外テラス 

（４）目的の達成に向けてのビジョン及び指標 

  青少年をはじめとする多くの市民が自然に親しむことができる環境を整備し、ま

た、施設を活用したイベント、レクリエーション等を通じて森林の役割、動植物な

どについての知識や情報を習得する機会を提供することにより、市民の心身の健康

の増進並びに森林及び緑化に関する知識の向上を図る。 
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  当該施設の年間の目標利用者数（実人数）は、下関市深坂自然の森（キャンプ場）

を２２，３００人（周辺散策を除く。）とし、森の家下関を３１，９００人（見学休

憩利用を除く。）とします。 

（５）ネーミングライツの導入について 

  当該施設は、令和４年度からネーミングライツを導入しており、令和７年度以降

は、現在のネーミングライツ・パートナーと毎年度契約更新を行っている。 

 

２ 指定管理者が行う業務の内容と範囲 

（１）管理運営方針 

  指定管理者の創意工夫により、より多くの人々に利用されるよう、利用者に対す

る質の高いサービス提供と効率的運営を図るものとします。 

  また、豊かな自然環境を持続的に保護・保全するとともに、自然に対する関心を

高め、市民等が良好な自然環境に触れ合うことができる場として、管理運営を行う

ものとします。なお、管理運営業務を行うに当たっては、次の内容を理解の上、遵

守していただきます。 

  ① 公の施設として、公平なサービスの提供に努め、施設等の平等な利用を確保

すること。 

  ② 施設等を適切に維持管理し、利用者が安全かつ快適に利用できるようにする

こと。 

  ③ 施設等の効果的・効率的な運営を行い、経費の縮減に努力すること。 

  ④ 利用者に対し、親切かつ丁寧な対応を行うとともに、利用者の多様なニーズ

に対応したサービスを提供するため、常に利用者の要望等を聴取し、管理運営

に反映させること。また、各種トラブル・苦情等に対しては、迅速かつ適切に

対応すること。 
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  ⑤ 施設等の効用を十分に発揮することができるよう、利用に関する情報の発信

や創意工夫のあるイベント等の自主事業（11ページ参照）の実施に努め、施設

等の利用促進を図ること。 

  ⑥ 管理区域の維持管理及び動植物の保護のため、地域の人材や団体等と連携し、

自然環境の保護・保全に寄与する活動を行うこと。  

  ⑦ 市と緊密に連絡調整を行い、市の施策全般に配慮・協力するとともに、地域に

おける各種関係団体とも良好な協調関係を築くこと。  

  ⑧ 自然災害や事故に備え、地元警察や消防等関係機関との緊密な連絡体制を構

築し、事故等の発生時には的確で速やかな対応により、利用者への安全を図

ること。 

（２）指定管理者が行う業務の範囲 

  指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとします。なお、業務内容に関する

細目的事項は、業務仕様書を参照してください。 

  ① 維持管理に関する業務 

   ア 各種施設・設備の保守点検（軽微な修繕を含む。）に関する業務 

   イ 各種施設・設備の清掃に関する業務 

   ウ 管理区域における植栽・樹木等の管理に関する業務 

   エ 駐車場の管理に関する業務 

   オ 保安警備（事故・事件等対応含む。）に関する業務 

   カ アからオまでに掲げる業務のほか、施設等の維持管理に関する業務 

  ② 運営に関する業務 

   ア 施設等の利用調整（トラブル・苦情等対応を含む。）に関する業務 

   イ 「深坂自然の森キャンプ場」及び「森の家」の使用許可申請の受付・許可、

利用料金の収受、器具の貸出、利用者への指導等に関する業務  
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   ウ 利用促進に関する業務 

   エ 事業計画書、事業報告書等の作成等に関する業務 

   オ 事業評価（モニタリング）に関する業務 

   カ 関係機関との連絡調整（各種統計資料の作成協力を含む。）に関する業務 

   キ 物品の管理に関する業務 

   ク アからキまでに掲げる業務のほか、施設等の運営に関する業務  

  ③ 留意事項  

   ア 月例業務報告書・事業報告書・実地調査の確認結果等により、指定管理者の

業務が基準を満たしていないと判断した場合、改善指示を行い、改善が見ら

れない場合は、指定期間中であっても指定を取り消すことがあります。  

   イ 指定管理者は、自らの責めに帰すべき事由により、市又は第三者に損害を

与えたときは、その損害を賠償しなければなりません。この場合において、

損害を受けた第三者の求めに応じ市が損害を賠償したときは、市は指定管理

者に対して求償権を有します。 

（３）指定管理者と市のリスク分担 

  手続条例第９条の協定締結に当たり、市が想定する主なリスク分担の方針は、別

紙１のとおりです。これらは、負担区分が不明確になりやすいリスクの負担につい

ての方針を示したものです。 

 

３ 指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間 

 

４ 管理運営の基準等 

（１）供用期間等 
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  自然の森条例第３条に定めるとおり 

  森の家条例第２条及び第３条に定めるとおり  

（２）使用許可 

  自然の森条例第６条に定めるとおり 

  森の家条例第４条に定めるとおり 

（３）行為の禁止 

  自然の森条例第４条に定めるとおり 

（４）使用の禁止又は制限 

  自然の森条例第５条に定めるとおり 

（５）使用の許可の制限・取消し等 

  自然の森条例第７条に定めるとおり 

  森の家条例第５条及び第９条に定めるとおり 

（６）使用料体系 

  自然の森条例第８条に定めるとおり 

  森の家条例第第６条に定めるとおり 

（７）再委託の制限 

  指定管理者は、管理運営業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることは

できません。ただし、業務の一部について、市の承認を得た上で、専門の事業者に

委託することは可能です。  

（８）関係法令等の遵守 

  指定管理者は、施設の管理運営にあたっては、次に掲げる法令等を遵守してくだ

さい。 

  ① 地方自治法、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）、地方自治法施行

規則（昭和２２年内務省令第２９号） 
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  ② 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）ほか労働関係法令  

  ③ 手続条例、下関市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施

行規則（平成１７年規則第３５８号） 

  ④ 自然の森条例、下関市深坂自然の森の設置等に関する条例施行規則（平成

１７年規則第２２６号。以下｢自然の森規則｣という。）  

  ⑤ 森の家条例、森の家下関の設置等に関する条例施行規則（平成１７年規則第

２２７号。以下｢森の家規則｣という。）  

  ⑥ 下関市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第３５号）、下関市個人情報保

護法施行細則（令和５年規則第４０号） 

  ⑦ 森林法（昭和２６年法律第２４９号） 

  ⑧ 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８

８号）  

  ⑨ その他関係法令等 

  ※ 指定期間中に前各号に規定する法令等に改正があった場合は、改正後の規定

によるものとします。 

（９）個人情報の保護 

  指定管理者は、業務上知り得た個人情報を目的外に使用したり、第三者に漏らし

てはなりません。また、個人情報の保管についても適正な管理を行い、漏洩、紛失、

棄損等が発生しないよう必要な措置を講じることとします。  

（10）文書等の管理・保管 

  ① 指定管理者は、管理運営業務の実施に伴い作成し、又は受領した文書等を、適

正に管理・保管することとします。なお、指定期間終了時又は指定取消し時に、

当該文書等を市の指示に従って引き渡していただきます。 

  ② 地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく下関市監査委員による監査又は
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下関市外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成１７年条例第３６９号）

の規定に基づく監査が行われる場合は、調査、帳簿書類その他記録の提出に応

じていただきます。 

（11）秘密を守る義務 

  指定管理者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはなりません。指定期間

が終了し、若しくは指定を取り消され、又は指定管理者が使用する者が管理運営業

務に従事しないこととなった後においても同様とします。 

（12）市の施策との関係 

  指定管理者は、公の施設に関する業務を市に代わって行います。したがって、市

の施策については、市と同様に行うことが求められます。当該施設の設置者である

市の施策を十分に理解し、これを踏まえて、管理運営業務を実施することを基本と

します。 

  中でも、市内産業の振興の観点から、管理運営業務を行うに際し、その業務の一

部を第三者に委託し、又は請負わせる場合は、原則として市内業者を対象とし、ま

た、職員の配置においては、市内雇用への配慮に努めていただきます。 

（13）事業計画書の提出 

  指定管理者は、指定期間開始に先立ち、指定期間初年度の業務の事業計画（自主

事業を含む。）・人員配置計画・収支計画等を内容とする事業計画書を、市に提出す

るものとします。また、指定期間２年度目以降の事業計画書については、毎年度市

が指定する期日までに市に提出し、市の確認を受けるものとします。 

（14）事業実績報告書等の提出  

  ① 月例報告 

   指定管理者は、市の定める様式により月例業務報告書を作成し、翌月の１０日

までに市に報告することとします。  
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  ② 利用者の意見等聴取 

   指定管理者は、施設利用者の利便性の向上等を図るため、アンケート等により

施設利用者の意見・要望・苦情等を把握し、その結果、業務改善の状況等につい

て市に報告していただきます。 

  ③ 年間報告（事業報告） 

   月例報告に加え、毎年度末日の翌日から起算して３０日以内に、前年度の管理

運営状況について報告していただきます。 

（15）指定管理者の明示 

  施設が指定管理者により管理運営されていることを示すため、施設内に指定管理

者の名称及び連絡先を表示していただきます。 

（16）指定管理業務に係る保険への加入 

  指定管理者としての注意義務を怠ったこと等により利用者や第三者に対し損害

を与えた場合は、指定管理者の責任となり得ますので、損害賠償保険等必要な保険

に加入し保険料を負担していただきます。 

 

５ 指定管理者の収入等 

（１）利用料金制 

   利用料金制を採用します。利用者が支払う利用料金は、指定管理者が自らの収

入とすることができますが、インボイス制度における適格請求書発行事業者とし

て登録が必要になります。 

    

   利用料金の額は、自然の森条例又は森の家条例に定められている使用料の額を

上限とし、あらかじめ市長の承認を得た上で、指定管理者が定めることとします。 

   また、利用料金の減免及び還付については、自然の森条例及び自然の森規則並
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びに森の家条例及び森の家規則の規定に基づき、市長があらかじめ定める基準に

より実施してください。 

（２）指定管理料 

  ① 指定管理料算定の考え方 

   市は、管理運営業務に要する経費を、指定管理者に指定管理料として支払いま

す。 

   なお、１年度当たりの指定管理料の額は、４０，０００，０００円（消費税及

び地方消費税相当額を含む。）を上限額とし、市の予算額の範囲内で毎年度協定

において定めるものとします。（この指定管理料の上限額は、「②指定管理料の精

算」に記載している施設・設備等の修繕費を含んだ金額です。） 

   上限額を超える金額で提案がなされている申込書については、受理いたしませ

んので、ご注意ください。 

  ② 指定管理料の精算 

   年度協定により定めた指定管理料は、原則として精算を行いません。ただし、

施設・設備等の修繕費については、１件３０万円未満のものを対象とし、指定予

算額（１年度１００万円）以内で執行するものとし、各年度末に実績報告を行い

精算するものとします。  

  ③ 消費税等の取扱い 

   収支計画書の作成に当たっては、現行の消費税率（地方消費税率を含む。）

１０％で積算してください。なお、指定期間における消費税率の改正に伴う指定

管理料の変更ついては、改正時に市と指定管理者で協議するものとします 

  ④ 指定管理料の支払 

   指定管理料は、年度ごとに指定管理者が提出し、市が承認した年間執行計画に

従って、分割してお支払いいたします。  
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６ 自主事業 

  指定管理者は、当該施設の設置目的に合致し、管理運営業務の実施を妨げない範

囲内で施設の利用促進や利用者ニーズを踏まえ、自ら企画した事業（以下「自主事

業」という。）を自己の費用と責任において実施することができます。なお、自主事

業を実施しようとするときは、市へ自主事業計画申請書を提出し、市長の承認を得

ることとします。 

  また、自主事業には、施設の利便性向上のために設置する自動販売機等の運営も

含めるものとします。自動販売機等を設置する場合は、市から行政財産の目的外使

用許可を受け、土地建物の使用料を市へ納付するとともに、電気代等の費用も負担

していただきます。 

 

７ 指定管理者の利益の考え方 

  指定管理者の利用者増加に向けた取組の効果により、当初の事業計画の想定を超

えた利用料金収入の増加や、自主事業の実施に伴い生じた利益（収入－費用）につ

いては、それを更なる施設の利用促進のための自主事業の財源として活用し、又は

施設の管理運営に要する費用（人件費を含む。）に充てるなど、適切な活用方策を提

案してください。また、その活用方策については、応募書類（３）⑩利益の活用方

策（様式第１２号）に記入して提案してください。 

 

８ 管理口座・経理区分等 

  管理運営業務に係る収入及び支出については、独立した口座を設けて管理を行う

とともに、会計処理に関する帳簿を備え、収入及び支出の状況を適切に記帳するも

のとします。また、会計処理に関する書類については５年間保存するとともに、市

が帳簿並びに収入及び支出の証拠書類の提示を求めた場合は、これに応じていただ
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きます。 

 

９ 応募資格 

  応募しようとする者は、次の（１）から（５）までのいずれの要件も満たす法人

その他の団体（以下「団体」という。）とし、個人での応募は、受け付けません。 

（１）市内に事業所、営業所等を有しているか、又は申込時までに設置していること。

（共同事業体の場合には、代表団体が本要件を満たしていること。） 

（２）当該施設の管理運営業務を確実に実施できる能力を有する団体であること。 

（３）自然体験活動に関連したプログラムの企画等の業務を行う団体であって、当該

業務に係る実務経験を１年以上有する担当者を確実に配置できること。 

（４）当該募集に係る現地説明会に必ず参加すること。（現地説明会の詳細は、「11 応

募の手続き等」を参照） 

（５）次のいずれの要件にも該当する団体であること。  

  ① 市税、県税、法人税、法人市・県民税、消費税、地方消費税その他の租税及び

労働保険料を滞納していないこと。  

  ② 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続又は会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）による更生手続中でないこと。  

  ③ 指定管理者の責に帰すべき事由により、過去２年以内に指定の取消しを受け

ていないこと。  

  ④ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により、本市における入札参加を制

限されていないこと。  

  ⑤ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下に

ある団体でないこと。  
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  ⑥ 過去２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと、又は是正

勧告を受けたことがある場合にあっては、応募時において当該是正勧告に対す

る必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みであること。 

  ⑦ 当該施設の管理運営に不可欠な資格（防火管理者等）を有していること。 

  ⑧ インボイス制度における適格請求書発行事業者として登録を受けていること。 

  ⑨ 共同事業体の場合には、構成する全ての団体が①から⑦までの条件を満たす

とともに、応募時に「共同事業体協定書」を市に提出し、選定後、協定締結時

までに、代表団体及び責任分担を明確に定めた組合契約を締結し、その組合契

約書の写しの提出が可能であること。  

 

10 応募書類 

（１）申込書（様式第１号） 

（２）共同事業体結成届出書（様式第１号の２） 

（３）事業計画書（様式第２号） 

  ① 応募した理由（様式第３号） 

  ② 管理運営の基本方針（様式第４号） 

  ③ 利用促進の取組内容（様式第５号） 

  ④ サービス向上のための取組内容（様式第６号） 

  ⑤ 施設の維持管理（様式第７号） 

  ⑥ 効率的な管理運営の方策（様式第８号） 

  ⑦ 職員の配置、研修計画（様式第９号） 

  ⑧ 個人情報保護に関する措置（様式第１０号） 

  ⑨ 危機管理対策（様式第１１号） 

  ⑩ 利益の活用方策（様式第１２号） 
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（４）収支計画書（様式第１３号） 

（５）自主事業計画書（様式第１４号） 

（６）団体概要書（様式第１５号） 

（７）自然体験活動に関連したプログラムの企画等の業務の実績（様式第１６号） 

（８）再委託予定調書（様式第１７号） 

（９）応募資格を満たすことが確認できる書類 

  ① 応募資格の要件を全て満たす旨の誓約書（様式第１８号） 

  ② 市税、県税、法人税、法人市・県民税、消費税、地方消費税その他の租税の

滞納がないことの証明書 

（10）定款又は寄附行為、規約その他これらに類する書類 

（11）法人登記簿謄本（登記事項証明書）、法人格を有しない団体にあっては、代表

者の住民票の写し 

（12）団体の役員名簿及び役員の履歴を記載した書類 

（13）応募の日の属する事業年度の前３事業年度における団体の貸借対照表、損益

計算書、事業報告書、利益処分計算書その他団体の財務状況を明らかにする書

類 

   新たに設立された団体等で、上記の書類がない場合は、株主、出資状況、出

資者（団体）の財務状況並びに融資機関が発行した融資に関する証書等 

（14）令和７年度における団体の事業計画書及び収支予算書、又はこれに準じる書

類（その団体の業務内容を明らかにする書類） 

（15）【現指定管理者が応募する場合】深坂自然の森・森の家下関 年度事業報告書

（令和２年度から令和５年度までの４年度分） 

（16）その他市が必要と認める書類 

（17）留意事項 
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  ① 応募１団体（共同事業体）につき、応募は１件とします。複数の応募はでき

ません。 

  ② 共同事業体を結成して応募する場合は、構成団体ごとに応募書類の中の

（６）、（９）から（14）まで及び（16）の書類を提出してください。 

  ③ 現指定管理者が応募する場合は、応募書類の（15）を併せて提出してくださ

い。 

  ④ 提出された書類に虚偽又は不正があった場合は、失格とします。 

  ⑤ 提出された書類の内容を変更することはできません。 

  ⑥ 提出された書類は、返却いたしません。 

  ⑦ 申込書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式第１９号）を提出してくださ

い。 

  ⑧ 市が必要があると認める場合は、資料の追加提出を求めることがあります。 

 

11 応募の手続等 

  応募の手続（スケジュール）は、次のとおりです。 

（１）問い合わせ先及び応募書類の提出先 

   下関市農林水産振興部農林水産整備課 

   〒750-0005 下関市唐戸町４番１号 カラトピア４階 

   電話：０８３－２３１－１２６０  FAX： ０８３－２３１－４７８６ 

   E-mail：sgnourin@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 

（２）応募スケジュール 

  ① 募集要項の配布 

   配布期間：令和７年７月２２日（火）から令和７年８月２９日（金）までの 

       土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

mailto:sgnourin@city.shimonoseki.yamaguchi.jp
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   配布場所：下関市農林水産振興部農林水産整備課 

   ※なお、募集要項などは、下関市のホームページからもダウンロードできま

す。 

  ② 現地説明会（現地説明会への参加が応募の必須条件です。） 

   開催日時：令和７年８月１日（金）午後１時３０分から 

   開催場所：森の家下関会議室（下関市大字蒲生野字深坂 深坂自然の森地内） 

   説明内容：募集要項及び業務仕様書の説明、施設見学 

   参加人数：１団体（共同事業体）につき２人以内 

   申込方法：令和７年７月３０日（水）午後５時までに、現場説明会参加申込

書（様式第２０号）に必要事項を記入の上、持参、ファックス、電

子メールのいずれかの方法で、前述の問い合わせ先まで提出してく

ださい。（※郵送、電話又は口頭による申込みは、受け付けませ

ん。） 

  ③ 応募に関する質問 

   受付期間：令和７年７月２２日（火）から令和７年８月１２日（火）までの 

       土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

   送付方法：質問書（様式第２１号）に記入し、持参、ファックス、電子メー

ルのいずれかの方法で、前述の問い合わせ先まで提出してくださ

い。（郵送、電話又は口頭による質問は、受け付けません。） 

   回答方法：ファックス又は電子メールにて応募者全員に回答します。 

  ④ 応募書類の受付 

   受付期間：令和７年８月２１日（木）から令和７年８月２９日（金）までの 

       土曜日、日曜日及び祝日を除く日の午前９時から午後５時まで 

   提出方法：前述の提出先まで持参してください。（郵送、ファックス又は電子
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メールでの提出は、受け付けません。） 

   提出部数：１１部（正本１部、副本１０部） 

 

12 選定の進め方 

（１）指定管理候補者の選定 

  ① 選定の方法 

   指定管理候補者の選定は、手続条例第４条の規定により選定します。提出書

類により応募資格、提案内容等について市長が設置した下関市指定管理候補者

選定委員会（以下「選定委員会」という。）で書類審査を行います。また、応募

団体ヒアリングを行います。応募団体ヒアリングの日時、場所等については、

提出期限後に別途通知します。 

   提出書類と応募団体ヒアリングの結果を基に、選定委員会において総合的に

審査し、審査結果を市長に報告します。 

   市長は、選定委員会による選定結果報告に基づき、指定管理候補者を選定し

ます。 

  ② 審査の基準 

   指定管理候補者を選定する際の選定基準、審査内容は別紙２のとおりです。 

   ただし、別紙２の項目は、選定委員会事務局の審査基準及び着眼点（案）で

あり、選定委員会において変更する可能性があります。 

  ③ 最低制限基準 

   前述の審査基準に基づき、選定委員会で最低制限基準を設けます。そのた

め、応募者全員の応募内容が最低制限基準に満たない場合は、指定管理候補者

に選定されません。ただし、最高得点者についてのみ、不備な点を指摘して再

度提案を受け、最低制限基準を満たした場合は、選定します。なお、再度の提
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案においても最低制限基準を満たさないときは、再度公募を行います。 

（２）指定管理候補者の選定結果 

   結果については、各応募者に文書で通知するとともに、下関市のホームペー

ジで公表します。 

（３）指定管理者の指定及び基本協定等の締結 

   指定管理者の指定については、下関市議会の議決が必要です。指定管理候補

者について、令和７年第４回（１２月）下関市議会定例会に議案を提出し、議

会の議決が得られれば、市長が当該指定管理候補者を指定管理者に指定しま

す。 

   指定管理者の指定を受けた団体は、市長と「下関市深坂自然の森」及び「森

の家下関」の管理運営に関する協定を締結します。 

（４）指定の議決を得られない場合 

   指定管理者の指定議案が、下関市議会で否決された場合は、最低制限基準を

満たす次点団体を指定管理候補者として議会に諮ります。また、次点団体がい

ない場合は、再度選定手続を行います。 

（５）指定管理候補者の取り消し 

   指定の議決を経る前に、指定管理者に指定することが著しく不適当若しくは

不可能と認められる事由が生じたとき、又は指定の議決が得られなかったとき

は、当該選定を取り消し、他の応募団体の中から指定管理候補者を選定するこ

とがあります。 

13 協定に関する事項 

  市と指定管理者は、協議に基づき協定を締結します。協定は指定期間を通じて

の基本事項を定めた基本協定と、年度ごとの本業務の実施に係る事項を定めた年

度協定とします。 
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（１）基本協定において定める主な事項 

  ・目的 

  ・用語の定義 

  ・指定管理者の指定の意義及び公共性の尊重 

  ・信義誠実の原則 

  ・本施設の設置目的 

  ・ビジョン及び指標 

  ・目標値の設定 

  ・管理物件 

  ・指定期間及び会計年度 

  ・本業務の範囲等 

  ・業務範囲及び目標値の変更 

  ・本業務の実施 

  ・関係法令の遵守 

  ・使用許可の運用 

  ・業務開始の準備 

  ・従業員の配置 

  ・本業務の委託又は請負の制限 

  ・指定管理物件の改修等の分担 

  ・緊急事態への対応 

  ・災害拠点としての対応 

  ・情報管理及び情報公開 

  ・個人情報の保護 

  ・しものせきエコマネジメントプランに基づく特記事項 
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  ・市による管理物品の貸与等 

  ・指定管理者による管理物品の購入等 

  ・年間事業計画書の提出、変更 

  ・業務報告書の提出 

  ・事業報告書の提出 

  ・経営状況の確認 

  ・管理運営業務のモニタリング、公表 

  ・改善指示、指定の取消し等 

  ・指定管理料、変更、減額等 

  ・利用料金 

  ・損害賠償等 

  ・不可抗力によって発生した費用等の負担 

  ・本業務の引継ぎ等 

  ・指定の取消し及び管理運営業務の停止等 

（２）年度協定において定める主な事項 

  ・趣旨 

  ・管理運営業務の内容 

  ・目標値の設定 

  ・指定管理料 

  ・協定の費用 

  ・疑義の解決 
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14 その他の留意事項 

（１）応募に必要な費用は、全て応募団体の負担とします。また、応募書類に含ま

れる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づいて保護

される第三者の権利の対象となっている業務の手法、維持管理方法、運営方法

等を使用した結果生じた責任は、原則として応募団体の負担とします。  

（２）提出書類の著作権は、応募団体に帰属します。ただし、指定管理候補者の決

定の公表や、提案内容の公表その他市が必要があると認める場合には、市は、

提出された書類の全部又は一部を無償で使用します。また、提出された書類

は、下関市情報公開条例（平成１７年条例第１６号。）の規定に基づき非公開と

すべき箇所を除き公開します。 

（３）選定結果として応募者名、審査結果の概要等を公開する場合がありますの

で、ご承知の上、応募してください。  

（４）公募に応募した者、又は応募しようとする者は、選定委員会において選定結

果が出されるまでの間、当該選定に関して、選定委員会委員と接触することを

禁止します。 

（５）指定管理候補者は、その権利を第三者に譲渡することはできません。 

（６）指定管理に関する法的関係の複雑化・不安定化を防止するため、指定管理者

の市に対する債権債務については、第三者に対して譲渡、継承、担保提供等は

できません。  

（７）指定管理者の取り消し 

  ① 指定管理者が協定の締結までに業務の実施が確実でないと認められるとき、

又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者として相応しくないと認

められるときは、指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しないことがあり

ます。 
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  ② 指定管理者が協定締結後、以下の事項に該当するときは、その指定を取り消

し、又は期間を定めて管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命ずることが

あります。また、既に支払った指定管理料の返還、収受した利用料金の全部又

は一部の市への納付、市に損害が発生した場合には損害賠償の支払等を求める

ことがあります。 

  ア 自然の森条例、森の家条例又は基本協定の規定に違反したとき。 

  イ 地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づく報告の要求又は調査に対

して、これに応じず、又は虚偽の報告を行い、若しくは調査を妨げたとき。 

  ウ 地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づく指示に従わないとき。 

  エ 本募集要項に定める資格要件を失ったとき。 

  オ 申込みの際に提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

  カ 指定管理者の経営状況の悪化等により管理運営業務を継続することが不可能

又は著しく困難になったと判断されるとき。 

  キ 指定管理者の、管理運営業務に直接関わらない法令違反等により、当該団体

に管理運営業務を継続させることが社会通念上著しく不適当と判断されると

き。 

  ク 指定管理者の責に帰すべき事由により管理運営業務が行われないとき。 

  ケ 不可抗力（異常な暴風や豪雨、台風、洪水、津波、高潮、地震、地すべり、落

盤、火災、落雷、戦乱、内乱、テロ、侵略、暴動、ストライキ、感染症の蔓延

等の市又は指定管理者の責に帰することのできない自然的又は人為的な現象

をいう。）により、管理運営業務の継続が著しく困難になったと判断されると

き。 

  コ 指定管理者から、指定の取消又は管理運営業務の全部又は一部の停止を求め

る書面による申し出があったとき。 
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  サ 当該施設が、公の施設として廃止されることとなったとき。 

  シ 当該施設の改修工事等により、施設が供用できなくなったとき。 

  ス その他、市が当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認め

るとき。 

（８）選定の結果、指定管理者が変更となる場合は、新旧指定管理者の業務をスムー

ズに引き継ぎ、管理運営業務を切れ目なく円滑に継続する必要があります。また、

求職と求人のミスマッチを解消し、就業支援策を強化し、及び雇用を維持する観

点から、旧指定管理者の職員のうち希望する者を、新指定管理者の下で雇用する

よう要請します。 


